1.有料老人ホームの概要(空欄に記入してください。)

	項　目
	内　　　容

	施設名称（類型）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	設置者（所在地）
	（法人名）　　　　　　　　　　（住所）

	設置場所
	

	規模・構造

（登記簿・不動産賃貸借契約書を基に記入）
	構造
	　　　　　　　　造　　　　階建て

	
	敷地面積
	　　　　　　　　㎡

	
	延床面積
	　　　　　　　　㎡

	
	居室数（相部屋の有無）
	　　　　室（うち相部屋　　　室・夫婦部屋　　　室）

	各フロアーの設備

（記入例：一般居室○室、風呂１箇所等）
	地下
	

	
	１階
	

	
	２階
	

	
	３階
	

	
	４階
	

	
	５階
	

	併設する他の事業
	（有料老人ホームに併設される訪問介護事業所など記入）

　

	入居者の状況
	施設定員　　　　　人（居室数　　　　室）（うち相部屋　　室・夫婦部屋　　室）

入居者数　　　　　人（うち生活保護受給者　　　　人）

	協力医療機関
	医療機関名：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　        ）

	協力歯科医療機関
	医療機関名：（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　        ）

	利用料等

（複数の制度がある場合は一番利用者が多いものを記入）
	敷金又は事務手数料
	金額
	　　　　　　　　円（家賃相当額　　　　　ヶ月分）

	
	前払金
	金額
	　　　　　　　　円

	
	
	初期償却割合
	　　　　　　　　％

	
	
	償却期間
	　　　　　　　　ヶ月（　　　　　年）

	
	
	保全措置
	あり・なし（ありの場合その方法　　　　　　　　　　　　）

	
	
	
	※前払金がある場合は直近で返還した方の計算根拠資料及び請求書類等も添付すること（1～2名分）

	
	月　額
	管理費
	　　　　　　　　円

	
	
	食費
	　　　　　　　　円

	
	
	家賃相当額
	　　　　　　　　円

	
	
	光熱水費
	　　　　　　　　円（実費の場合は「実費」と記入）

	
	
	その他
	　　　　　　　　円（用途・目的：　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	
	計
	　　　　　　　　円

	運営懇談会開催状況
	　　　回開催/年　※管理規程等で懇談会の設置を設けていますか。（あり・なし）

	土地に対する抵当権
※該当する場合のみ○
	根抵当権・抵当権（有料老人ホームの設置に伴う・伴わない）・抵当権なし

金額〔　　　　　　　　　　円〕

	建物に対する抵当権
※該当する場合のみ○
	根抵当権・抵当権（有料老人ホームの設置に伴う・伴わない）・抵当権なし

金額〔　　　　　　　　　　円〕

	預り金の有無

※該当するものに○
	無　・　有（有の場合：現在預り金を行っている人数　　　　名）

	
	種類（通帳・届出印・現金）　理由（入居者又は家族からの依頼・その他事情）

	
	書面での同意（無・有）　管理方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


2.消費税軽減制度（令和元年10月より開始）における運用方法等
～消費税軽減対象となる要件～　　※下記①及び②を満たす場合のみ
①老人福祉法第29条第1項の規定に基づく届出を行っている有料老人ホームの設置者又は運営者が、当該ホームの入居者（60歳以上、要介護認定を受けている60歳未満の者又はそれらの者と同居している配偶者）に対して行う飲食料品の提供

②1食につき640円以下（税抜）かつ、1日の食費累計額が1,920円以下であること
	食事の提供
	無　・　有　　※無の場合、以下項目は記入不要

	1日の食費
	朝：（　　　円）昼：（　　　円）間食：（　　　円）夕：（　　　円）

欠食時の取扱い方法　※例：1食○円割引等

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	厨房管理費
	　　　　　　　　円　※別途徴収している場合

	食事業務委託
	無　・　有（有の場合：　　　　　　　　　　）※委託先

	
	※入居者と外部業者間の直接的な食事契約の有無（　無・有　）

	書面の明示

※軽減対象の部分
	無　・　有（有の場合：　　　　　　　　　　）※明示している書類

	
	明示内容（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	計算方法

（例を参考にご記入ください）
	例：朝・昼・夕食640円、間食300円の場合
朝食（軽減）昼食（軽減） 間食（軽減） 夕食（標準）　合計（内軽減対象）
640≦640　  640≦640　　300≦640     640≦640 ＝　2,220（1,580≦1,920）

（累計640）（累計1,280）（累計1,580） （累計1,580）

※厨房管理費がある場合、その費用も含む計算となります。

※計算方法等は国税庁のHPをご確認ください。
※複数のパターン（欠食時の割引等）がある場合、それぞれの計算方法を記載してください。


